
様式第１号別紙（1－1）

担当者名
担当者連絡先
メールアドレス

定員数

29

購入　リース・レンタルの別
（いずれかに○）

購入　　リース・レンタル

購入　　リース・レンタル

購入　　リース・レンタル

工事

社会福祉法人○○○○会 特別養護老人ホーム○○○○
介護老人福祉施設・地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護（介護予防

を含む）

※本書は介護サービス事業所ごとに作成願います。

令和６年度介護ロボット・ICT導入支援事業計画書（１）

法人名 介護サービス事業所名 介護サービスの種別

宮城　花子

△△△@△△△△.jp

×××－×××－××××

事業区分
リース・レンタルの場合の契約（予定）期間
（工事を要する場合の契約（予定）期間）

（１）介護職員の負担軽減に資する介護ロボ
　　　ット等を導入する事業

令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　

（２）介護記録、情報共有、請求業務等の業務の効
率化を図るICT機器等を介護サービス事業所に導
入する事業

令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　

（３）介護ロボット等やICT機器等を複数組み合わせ
て介護サービス事業所に導入する事業

　　　　令和　　年　　月　　～令和　　年　　月
　
　　　（令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　）

（４）導入と一体的に行う業務改善支援を介護サー
ビス事業所で利用する事業

　・厚生労働省「デジタル中核人材養成研修」の受講

　・厚生労働省「介護現場の生産性向上ビギナーセミナー」オンデマンド配信の視聴

　・上記以外の支援

対象機器名 事業の着手日（予定） 事業の完了日（予定日）

見守り○○○○ 令和６年１１月１日 令和６年１２月２０日

事業区分（１）～（３）の具体的な事業内容（機器導入後３年間について）

①現状の問題点や解決するべき課題

当施設では特に夜間の人手不足が深刻であり、経験の浅い職員でも１人で対応
せざるを得ず、人材が定着しない原因にもなっている。夜間巡視の身体的・心身
的負担の軽減について取り組むべき課題と感じている。
離床センサーマットは設置しているが、同時に鳴った時など訪室の優先度の判
断が難しく、職員にとって転倒事故発生の不安が大きい。

②達成するべき目標
（１年後、２年後、３年後に達成するべき目標）

見守り機器を導入し、利用者の状態を把握できるようにすることで、職員が抱え
る不安の解消と業務量の軽減、及び転倒事故の減少を目指す。
【１年後】全職員へ見守り機器の使用方法の普及、転倒事故件数減少
【２年後】夜勤理由の退職者ゼロ
【３年後】人材の定着による収支改善を職員の賃金へ還元

③目標達成のために導入すべき機器の内容等
（目標達成のために活用する機器に必要な機能や

特徴）

利用者の睡眠・覚醒・起き上がり・離床などのモニタリングを行える、カメラ付き
の見守り機器

④期待される効果等

【職員の心理的・身体的負担軽減】
○心理的負担…利用者の状態や訪室要否を把握でき、不安や切迫感を軽減で
きる。
○身体的負担…事故等の危険度の高い利用者の見守りに要していた動線の短
縮や業務量の削減ができる。

【効率化】
夜勤にかかる業務負担が軽減するため、限られた人員の中で職員の配置を効
率化することができ、必要な対応に時間を確保することができる。

【ケアの質の向上】
不必要な訪室が減少し、利用者の安眠に繋がる。また、転落・転倒のおそれが
ある利用者のもとにいち早く駆け付けることができるようになり、事故を防止でき
る。

②LIFEの利用申請の有無 有

　→無の場合：申請予定時期

事業区分（４）の具体的な事業内容（「上記以外の支援」に丸を付けた場合）

実施内容

補助要件の達成状況

①「SECURITY ACTION」の宣言状況 一つ星を宣言している

リース・レンタルの場合や、

工事を要する場合は期間も記入

購入の場合は購入契約予定日～代金支払い予定日

リース・レンタルの場合は契約予定期間

できる限り具体的に記入

機器名ではなく、導入すべき機器の

仕様などを記入

研修受講等が１号～３号の要件となります。

デジタル中核人材養成研修（令和６年度中

に実施される予定。詳細は未発表）の受講

を積極的にご検討ください。

１号（介護ロボット）の場合



様式第１号別紙（1－1）

担当者名
担当者連絡先
メールアドレス

定員数
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購入　リース・レンタルの別
（いずれかに○）

購入　　リース・レンタル

購入　　リース・レンタル

購入　　リース・レンタル

工事

②LIFEの利用申請の有無 無

　→無の場合：申請予定時期 2024年10月

事業区分（４）の具体的な事業内容（「上記以外の支援」に丸を付けた場合）

実施内容

補助要件の達成状況

①「SECURITY ACTION」の宣言状況 一つ星を宣言している

②達成するべき目標
（１年後、２年後、３年後に達成するべき目標）

スマートフォンで介護記録と見守りを行えるようにし、業務の効率化と職員の離
職防止を図る。
【１年後】見守り機器の利用方法普及。若手職員を中心に記録業務の電子化を
進める
【２年後】全職員に記録業務の電子化を普及
【３年後】残業時間縮減による人材の定着及びケアの質の向上

③目標達成のために導入すべき機器の内容等
（目標達成のために活用する機器に必要な機能や

特徴）

・離床検知やカメラ映像をスマートフォンで確認できる見守り機器
・記録から請求業務まで一気通貫で行うことができ、現場でスマートフォンによる
記録を行うことができる介護ソフト
・スマートフォン

④期待される効果等

【職員の心理的・身体的負担軽減】
○心理的負担…訪室回数の減少や、転記作業がなくなることで、ケアの時間に
余裕が生まれる。
○身体的負担…人手不足の改善や、事務処理にかかる時間が短縮されること
で、残業時間が削減できる。

【効率化】
・記録業務　〇分→〇分に短縮
・請求事務　〇分→〇分に短縮

【ケアの質の向上】
ケアの時間が余裕が生まれることで利用者に寄り添ったケアが実現できるととも
に、記録業務にも余裕が生まれることで記録する情報の精度が上がり、ケアの
質の向上につながる。

見守り○○○○、介護ソフト○○○○、スマートフォン 令和６年１１月１日 令和６年１２月２７日

事業区分（１）～（３）の具体的な事業内容（機器導入後３年間について）

①現状の問題点や解決するべき課題

当施設では紙で記録や申し送りを行っており、手書きのメモを後で清書して記録
を作成し、各種書類の作成の際には記録を確認しながら手入力で転記作業を
行っている。記録の作成・転記作業のための残業の発生が課題である。
また、見守り機器を導入していないため、ナースコールを頻繁に押す利用者に職
員が付きっきりにならざるを得ず、人手不足の一因となっている。

（３）介護ロボット等やICT機器等を複数組み合わせ
て介護サービス事業所に導入する事業

　　　　令和　　年　　月　　～令和　　年　　月
　
　　　（令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　）

（４）導入と一体的に行う業務改善支援を介護サー
ビス事業所で利用する事業

　・厚生労働省「デジタル中核人材育成研修」の受講

　・厚生労働省「介護現場の生産性向上ビギナーセミナー」オンデマンド配信の視聴

　・上記以外の支援

対象機器名 事業の着手日（予定） 事業の完了日（予定日）

事業区分
リース・レンタルの場合の契約（予定）期間
（工事を要する場合の契約（予定）期間）

（１）介護職員の負担軽減に資する介護ロボ
　　　ット等を導入する事業

令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　

（２）介護記録、情報共有、請求業務等の業務の効
率化を図るICT機器等を介護サービス事業所に導
入する事業

令和　　年　　月　　～令和　　年　　月　　

法人名 介護サービス事業所名 介護サービスの種別

社会福祉法人○○○○会 特別養護老人ホーム○○○○
介護老人福祉施設・地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護（介護予防

を含む）

※本書は介護サービス事業所ごとに作成願います。

令和６年度介護ロボット・ICT導入支援事業計画書（１）

宮城　花子
×××－×××－××××

△△△@△△△△.jp

リース・レンタルの場合や、

工事を要する場合は期間も記入

購入の場合は購入契約予定日～代金支払い予定日

リース・レンタルの場合は契約予定期間

複数の機器の場合はまとめて記入

機器名ではなく、導入すべき機器の

仕様などを記入

３号（パッケージ型）の場合


